
浦安市青少年発達サポートセンター運営事業者募集　公募型プロポーザル

募集要項等に対する質問書への回答書

No 資料名 頁/様式 タイトル 質問 回答

1 募集要項 1 2 (4) 委託上限額
非課税業務という理解でよろしいで
しょうか。

当該運営業務委託について、「課税業務」（全期間）に訂正し、詳細を
以下のとおりとします。
〇委託上限額       169,303,200円（税込）
〇年度別予算限度額
　・令和６年度　　　　47,026,100円
　・令和７・８年度　　56,434,400円
　・令和９年度　　　　 9,408,300円

2 募集要項 3 5 (4) オ 応募書類の受付（提出書類）
提出書類10部（正本１部、副本９部）に
ついて、法人名等を黒塗りする必要は
ありますか。

提出書類全てについて、黒塗りの必要はありません。

3 募集要項 3 5 (4) オ 応募書類の受付（提出書類）
「提出書類（ウ）担当者経歴書」につい
て、「担当者」とは誰を指しますか。

「浦安市青少年発達サポートセンター運営業務委託仕様書」Ｐ．４「７
職員体制」に記載される、「常勤職員」を指します。
なお、「担当者経歴書」は任意様式としているものですが、保有資格
等の記載が望ましいものです。

4 仕様書 1 ２ 利用対象者

該当する利用対象者には、既に障が
い福祉サービス（障害児通所支援事
業等）を利用している方も多いと思わ
れますが、その棲み分けについてはど
のように考えていますか。

青少年発達サポートセンターを利用される方の中には、障害児通所
支援事業等のサービスを利用されている方もいらっしゃいます。
必要に応じて相互の支援方針の確認等、連携を図っていただき、適
切かつ効果的な支援の実現を目指していただきます。

5 仕様書 ２ 5 業務内容

各事業（療育支援事業、交流事業、相
談支援事業、地域支援事業、自主運
営事業）それぞれの過去の実績をご
教示ください。

令和４年度における各事業の実績につきましては、以下のとおりで
す。
〇療育支援事業
　・集団療育　　 　1,666件
　・個別療育　　　 1,853件
〇交流事業　　　　　　 0件
〇相談支援事業　　887件
〇地域支援事業
　・支援力向上支援　　0件
　・訪問支援　　　　　 54件
〇自主運営事業　　　－
【補足】
「交流事業」及び「地域支援事業」における「支援力向上支援」つきま
しては、新型コロナウィルス感染症の影響により休止としたため、実
績はありませんでした。
「自主運営事業」につきましては、市との委託契約の中において、設
定はありませんでした。（令和６年度以降、新規導入となります。）

6 仕様書 ２ 5 業務内容
療育支援事業について、集団療育と
個別療育、それぞれ１日平均何名程
度の利用者を見込んでいますか。

令和４年度実績によると、集団療育は１日平均6.6人、個別療育は１
日平均6.3人となっているとともに、コロナ禍からの復調もあり、令和６
年度以降は概ね同数以上の利用を見込んでいます。

該当箇所
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浦安市青少年発達サポートセンター運営事業者募集　公募型プロポーザル

募集要項等に対する質問書への回答書

No 資料名 頁/様式 タイトル 質問 回答該当箇所

7 仕様書 3 5 業務内容

「その他業務　③自主運営により実施
する事業について」に関し、委託料と
は別に、給付費を収入として計上して
よろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。
収支計算書（様式９）、収支予算書（様式10）に記載してください。

8 仕様書 3 5 業務内容

「その他業務　③自主運営により実施
する事業について」に関し、委託業務
の職員体制とは別に、制度上必要な
人員配置をするという理解でよろしい
でしょうか。

お見込みのとおりです。

9 仕様書 3 5 業務内容
「その他業務　④地域生活支援拠点
への登録について」に関し、登録手続
き等詳細を教えてください。

地域生活支援拠点とは、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を
見据え、居住支援のための機能を備えた、障がい者の生活を地域全
体で支える体制のことです。
拠点事業は、地域の事業者、企業、団体等が連携、協力し合う必要
があり、そのため本市では面的な整備を進めているところであり、受
託事業者はこの事業への登録を要するものです。
具体的には、市のホームページにも掲載していますので、ご参照くだ
さい。
トップページ > 健康・福祉・保険 > 障がい者支援 > 障がい者支援制
度・事業 > 地域生活支援拠点事業
https://www.city.urayasu.lg.jp/fukushi/shogai/seido/1036016.html

10 仕様書 4 7 職員体制
児童発達支援管理責任者の配置は努
力義務でしょうか。

業務内容に障害児通所支援事業の実施はありませんので、児童発
達支援管理責任者の配置は不要です。職員配置につきましては、仕
様書Ｐ．４「７　職員体制」にて定めているとおりです。

11 仕様書 4 7 （3） 職員体制

保育士（ 障がい児保育に相当の実績
のある者）、児童指導員（指定障 害児
通所支援事業所、指定障害児入所施
設及び指定発達支援医療機関におい
て３年以上の実務経験を有する者）、
とありますが、新卒や未経験の配置は
不可能でしょうか。

療育相談員の資格につきましては、仕様書Ｐ．４「７　職員体制（3）」に
「療育支援を行う常勤の療育相談員のうち半数以上は、以下のいず
れかの資格を有するものとする。」と定めているとおりです。

12 仕様書 4 7 （3） 職員体制
療育相談員の資格に関し、特に望まし
いものはありますか。

療育相談員の資格につきましては、仕様書Ｐ．４「７　職員体制（3）」に
記載のとおりですが、各々の資格について、特段、優位性を定めてい
るものはありません。

13 様式集 様式5-1
従業者等の勤務体制及び勤務形態一
覧表

記載には、配置予定者で構いません
か。また、採用予定の者に関しては、
氏名の記載が出来ませんが、その場
合はどのようにすればよろしいでしょう
か。

記載は、配置予定者で構いません。
また、採用予定につき、具体的な氏名が記載出来ない場合は、Ａ、
Ｂ、Ｃ．．．等の記載で構いません。
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